
 

建築設計監理業務委託特記仕様書 

１．基本事項 

（件名） 

筑紫野市立二日市小学校校舎増改築事業設計監理業務委託 

 

（対象施設の概要） 

（１）対象施設名 筑紫野市立二日市小学校 

（２）敷地の場所 筑紫野市二日市西二丁目 2-1 

（３）施 設 用 途 小学校 

（４）工事概算額 2,852,000 千円程度 

（５）敷 地 面 積 17,266 ㎡程度 

（６）敷 地 条 件 

（７）設計条件 

耐震安全性の分類 

「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」による。 

耐震安全性の分類は下記のとおりとする。 

① 構造体 Ⅱ類 

② 建築非構造部材 Ａ類 

③ 建築設備 乙類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用途地域 第２種中高層住居専用地域 

防火地域 22 条区域 

指定建ぺい率 60％ 

指定容積率 200％ 

高度地区 指定なし 

1/9



 

（８）工事の対象となる施設 

工事の対象となる施設を以下に示すが、②～④については予定であり、実施要領

「13 計画概要」を踏まえ、提案者の創意工夫、アイデア、ノウハウ及び技術力等

を最大限に生かし、本事業の５つの整備コンセプトを達成するため、施設の規模、

諸室の配置等については、自由提案とする。 

① 解体工事 

② 新築工事 

③ 増築・改修工事 

④ 関連工事 

    ５つの整備コンセプトを達成するために必要な工事（外構工事等含む）    

建物名称 構造 階数 延床面積 建築年度 備考 

教室棟１ RC 地上 2階 1,873 ㎡ 昭和 36 年  

建物名称 構造 階数 延床面積 備考 

教室棟１ RC 地上 3階 4,374 ㎡程度 新築 

建物名称 構造 階数 建築年度 備考 

管理教室棟 RC 地上 2階 昭和 54 年 

児童数、教職員数の増加に伴

う管理諸室（職員室、保健

室、給食配膳室）の拡幅など 

管理教室棟 

教
室
棟
１ 

屋内運動場棟・教室棟２ 
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（目的） 

施設の老朽化及び児童数の増加に伴う教室数不足を改善し、教育環境の向上を図るこ

と。 

 

（事業スケジュール（予定）） 

項目 期間 備考 

基本設計 令和 6年 11 月～令和 7年 4月  

実施設計 令和 7年 5月～令和 8年 1月  

仮設校舎建設 令和 7年 10 月～令和 8年 3 月 業務対象外 

校舎解体 令和 8年 7月～令和 8年 9月  

新校舎建設及び関連工事 令和 8年 10 月～令和 10年 2 月  

 

２.設計業務の内容及び範囲 

（１）設計業務の内容 

対象施設の新築・増築・改修工事及びそれに伴う既存校舎解体、関連工事の設計

業務とする。 

（２）配置技術者 

業務の実施にあたっては、次の資格要件を有する技術者を配置すること。なお、

業務履行期間中において、その者が技術者として著しく不適当と市の担当者がみな

した場合は、受注者は速やかに技術者の変更等必要な措置を講じなければならない。 

① 管理技術者 

管理技術者は、建築士法（昭和 25 年法律第 202号）による一級建築士の資格を

有し、設計業務等について高度な技術能力及び経験を有する者とし、受注した法

人に所属する者を配置すること。 

② 主任技術者 

主任技術者は、総合（意匠）・構造・電気設備・機械設備の各部門について、各

1名の合計 4名選定し配置すること。 

③ 照査技術者 

照査技術者は、建築士法（昭和 25 年法律第 202号）による一級建築士の資格を

有する者とし、受注した法人に所属する者を配置すること。 

（３）基本設計に関する業務（建築、電気設備、機械設備） 

① 設計条件等の整理 

（ⅰ）条件整理 

（ⅱ）設計条件の変更等の場合の協議 

② 法令上の諸条件の調査及び関係機関との打合せ 

（ⅰ）法令上の諸条件の調査 

（ⅱ）建築確認申請に係る関係機関との打合せ 
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③ 上下水道、ガス、電力、通信等の供給状況の調査及び関係機関との打合せ 

④ 基本設計方針の策定 

（ⅰ）総合検討 

（ⅱ）基本設計方針の策定及び説明 

⑤ 基本設計図書の作成 

⑥ 概算工事費の検討 

⑦ 基本設計内容の説明等 

（４）実施設計に関する業務（建築、電気設備、機械設備） 

① 要求の確認 

（ⅰ）要求等の確認 

（ⅱ）設計条件の変更等の場合の協議 

② 法令上の諸条件の調査及び関係機関との打合せ 

（ⅰ）法令上の諸条件の調査 

（ⅱ）建築確認申請に係る関係機関との打合せ 

③ 実施設計方針の策定 

（ⅰ）総合検討 

（ⅱ）実施設計のための基本事項の確定 

（ⅲ）実施設計方針の策定及び説明 

④ 実施設計図書の作成 

（ⅰ）実施設計図書の作成 

（ⅱ）什器・備品等の選定 

（ⅲ）建築確認申請図書の作成 

⑤ 実施設計内容の説明等 

（５）設計意図の伝達に関する業務 

① 設計意図を正確に伝えるための質疑応答、説明等 

② 工事材料、設備機器等の選定に関する設計意図の観点からの検討、助言等 

（６）追加業務 

① 積算業務 

数量調書作成、見積依頼書・見積徴収、見積一覧表・見積比較表作成、複合単

価等 

※工事発注時期に単価の変動があった場合は単価入替作業 

② 概略工事工程表の作成 

③ 設計上必要な測量、地質調査及び現地調査 

④ 国庫補助申請等に関わる支援業務 

市の要請に基づく、国庫補助申請等に関わる資料の作成や国・県等の完成検査

等に対しての支援業務 
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⑤ 二日市小学校学校運営協議会等への出席、説明及び資料作成（5回程度） 

⑥ 住民説明会等への出席、説明及び資料作成 

⑦ その他法令に伴う各種申請業務 

（７）その他 

① 設計の進行過程では、総合・構造・設備の調整を密に行い、円滑に設計を進める

こと。 

② 設計業務報告は、原則として紙面で資料提出を行い、市の担当者と密に連絡をと 

ること。 

③ 積算においては、営繕工事積算チェックシートを活用し、違算や誤記等の防止に

努めること。 

④ 設計はライフサイクルコストの縮減を常に意識し、その業務にあたること。 

⑤ 内訳書については、国庫補助金にかかる項目ごとに分けて計上するものとし、内

容は市の担当者の指示による。 

⑥ 新築校舎については、ZEB Ready 相当以上の計画とし、自然採光の利用、節水器

具の採用、リサイクル資材の活用等、施設・設備機器等の省エネルギー化や廃棄

物発生抑制などの技術提案を行うこと。 

なお、ZEB 申請については見込んでいない。 

⑦ 各種申請に伴う手数料等についても本業務に含めるものとする。 

３. 監理業務の内容及び範囲 

（１）一般業務 

① 設計内容の意図伝達及び工事監理に関する業務 

（ⅰ）工事監理方針の説明等 

（ⅱ）設計図書の内容把握等 

（ⅲ）設計図書に照らした施工図等の検討及び報告 

（ⅳ）対象工事と設計図書との照合及び確認、報告等 

（ⅴ）業務報告書等の提出 

② 工事監理に関するその他の業務 

（ⅰ）工程表の検討及び報告 

（ⅱ）設計図書に定めのある施工計画の検討及び報告 

（ⅲ）対象工事と工事請負契約との照合及び確認、報告等 

（ⅳ）関係機関の検査立会い等 

③ 建築確認完了検査申請業務（手数料含む） 

（ⅰ）建築確認検査機関との事前協議及び事前審査業務 

（ⅱ）建築確認検査申請業務 
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(２) 追加業務 

市の担当者の指示に従い、業務計画書に記載した業務方針に基づいて次に掲げる

業務を行うものとする。 

① 関連工事の調整に関する業務 

工事が複数の請負者等に分割されて行われ、それらの工事が他の工事と密接に

関連する場合、必要に応じて請負者等の協力を受けて調整を行うべき事項を検討

し、その結果を市の担当者に報告する。 

② 施工計画等の特別の検討・助言に関する業務 

現場、製作工場などにおける特殊な作業方法及び工事用機械器具について、そ 

の妥当性を技術的に検討し、請負者等に対して助言すべき事項を市の担当者に報告

する。 

③ 完成図の確認 

（ⅰ）設計図書の定めにより請負者等が提出する完成図について、その内容が適

切であるか否かを確認し、結果を市の担当者に報告する。 

（ⅱ）前項の確認の結果、適切でないと認められる場合には、請負者等に対して

修正を求めるべき事項を検討し、その結果を市の担当者に報告する。 

 

４.業務の実施 

（１）一般事項 

① 基本設計業務は、提示された設計与条件及び適用基準等によって行う。 

② 実施設計業務は、提示された設計与条件、基本設計図書及び適用基準等によって

行う。 

③ 積算業務は、市の担当者の承諾を受けた実施設計図書及び適用基準等によって行

う。 

④ 本業務は、電子納品の対象業務とする。電子納品とは、調査・設計・工事等の各

業務段階の最終成果を電子データで納品することをいう。 

⑤ 工事内訳書作成において、営繕工事積算チェックマニュアルに基づき各種チェッ 

クリストの作成を行う。 

⑥ 図面の作成は、CAD を使用することとし、データの保存形式は JWW 及び PDF とす

る。 

⑦ 工事監理は、設計図書に定めのある方法による確認のほか、目視による確認、抽

出による確認、請負者等から提出される品質管理記録の確認のいずれかの方法で

行う。 

（２）適用基準等 

本業務においては、以下に掲げる技術基準等を適用する。受注者は業務の対象で

ある施設の設計内容及び業務の実施内容が技術基準等に適合するよう業務を実施し

なければならない。なお、いずれの場合も最新版を採用するものとし、適用基準に

より難い場合は、市の担当者と協議すること。 

6/9



 

 

・ 建築工事設計図書作成基準 

・ 建築設備工事設計図書作成基準 

・ 建築設計基準 

・ 建築構造設計基準 

・ 建築設備設計基準 

・ 公共建築工事標準仕様書(建築工事、電気設備工事、機械設備工事編) 

・ 公共建築改修工事標準仕様書(建築工事、電気設備工事、機械設備工事編) 

・ 建築工事標準詳細図 

・ 建築設備工事標準図(電気設備工事、機械設備工事編) 

・ 建築設備耐震設計・施工指針 

・ 建築設備設計計算書作成の手引 

・ 小中学校施設整備指針 

・ 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚生労働省令第 63 号）  

・ 公共建築工事積算基準 

・ 公共建築工事共通費積算基準 

・ 公共建築工事標準単価積算基準 

・ 公共建築工事積算基準等資料 

・ 公共建築数量積算基準 

・ 公共建築設備数量積算基準 

・ 営繕工事積算チェックマニュアル(建築工事、電気設備工事、機械設備工事編) 

・ 建築設計業務等電子納品要領 

・ その他市の担当者が指示するもの 

（３）打合せ及び記録 

市の担当者との打合せについては、次の時期に行う。 

① 業務着手時 

② 業務計画書に定める時期 

③ その他市の担当者が必要と認めた時 

（４）業務計画書 

業務計画書に対する記載事項については、次のとおりとする。 

① 業務一般事項 

（ⅰ）業務の目的 

（ⅱ）業務計画書の適用範囲 

（ⅲ）業務計画書に内容変更が生じた場合の処置方法 

② 業務工程計画 

③ 業務体制 

（ⅰ）受注者側の管理体制 

（ⅱ）業務運営計画 

④ 管理技術者等の経歴 

⑤ 業務フロー 

⑥ 業務方針 

仕様書に定められた設計業務内容に対する業務の実施方針について記載するこ 

と。受注者として特に重点を置いて実施する業務等についても記載すること。
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（５）設計図書 

① 基本設計図書に対する記載事項については、次のとおりとする。 

（１）総合 （２）構造 
（３）設備 

(ⅰ)電気設備 (ⅱ)給排水衛生設備 (ⅲ)空調換気設備 

①計画説明書 ①計画説明書 ①計画説明書 ①計画説明書 ①計画説明書 

②仕様概要書 ②設計概要書 ②設計概要書 ②設計概要書 ②設計概要書 

③仕上概要表 ③工事費概算書 ③工事費概算書 ③工事費概算書 ③工事費概算書 

④面積表及び求積図 ④その他必要な図書 ④その他必要な図書 ④各種技術資料 ④各種技術資料 

⑤敷地案内図   ⑤その他必要な図書 ⑤その他必要な図書 

⑥配置図     

⑦平面図     

⑧断面図     

⑨立面図     

⑩工事費概算書     

⑪その他必要な図書     

 

② 実施設計図書に対する記載事項については、次のとおりとする。  

（１）総合 （２）構造 
（３）設備 

(ⅰ)電気設備 (ⅱ)給排水衛生設備 (ⅲ)空調換気設備 

①建築物概要書 ①仕様書 ①仕様書 ①仕様書 ①仕様書 

②仕様書 ②構造基準図 ②敷地案内図 ②敷地案内図 ②敷地案内図 

③仕上表 ③伏図（各階） ③配置図 ③配置図 ③配置図 

④面積表及び求積図 ④軸組図 ④受変電設備図 ④給排水衛生設備系統図 ④空調設備系統図 

⑤敷地案内図 ⑤部材断面表 ⑤非常電源設備図 ⑤給排水衛生設備平面図 ⑤空調設備平面図 

⑥配置図 ⑥部分詳細図 ⑥幹線系統図 ⑥消火設備系統図 ⑥換気設備系統図 

⑦平面図 ⑦構造計算書 ⑦電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備平面図 ⑦消火設備平面図 ⑦換気設備平面図 

⑧断面図 ⑧その他必要な図書 ⑧動力設備平面図 ⑧排水処理設備図 ⑧部分詳細図 

⑨立面図  ⑨通信情報設備系統図 ⑨部分詳細図 ⑨屋外設備図 

⑩矩計図  ⑩通信情報設備平面図 ⑩屋外設備図 ⑩各種計算書 

⑪展開図  ⑪火災報知設備系統図 ⑪各種計算書 ⑪その他必要な書類 

⑫天井伏図  ⑫火災報知設備平面図 ⑫その他必要な書類  

⑬平面詳細図  ⑬屋外設備図   

⑭部分詳細図  ⑭各種計算書   

⑮建具表  ⑮その他必要な図書   

⑯各種計算書     

⑰その他必要な図書     
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５．提出書類 

以下に掲げる書類等（紙及び電子媒体）を提出すること。ただし、市の担当者との

協議により不要とされたものについては省略することができることとする。 

（１）業務計画書 

（２）基本設計方針書 

（３）基本設計図書 

（４）実施設計方針書 

（５）実施設計図書 

（６）積算書 

（７）打合せ議事録 

（８）竣工図面 

（９）業務報告書 

（10）各種調査報告書 

（11）その他市の担当者が指示するもの 
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